



































































































































































































































































































































































































































































































































２３５１１７２５２２８５１８５２９３３６６３８３４５７８１６５９４合 格 者 数
１５１５８３５２４００２６００１６９５２３７５３５２０４０７５４８００６８５０４６８５毎月手当総額
１９４３１９４２１９４１１９４０１９３９１９３８１９３７１９３６１９３５１９３４１９３３年　　　　度
１０５２１１２５９２１１１９５２２６２８２２５４２６１２６１２９６合 格 者 数
５２５１２５０１５４５１３０５１２１５１２７０１５７０１５９５１６７５１６７５１８３５毎月手当総額
出典：山田寛人『植民地朝鮮における朝鮮語奨励政策』（不二出版、２００４年、７４頁）をもとに作成
　＊：年度の区切りの変更によりに第三種試験が１９２２年度に２回行われ、１９２３年度には行われなかっ
たため二年分の数字を掲げた。
ことが出来なかつたならば或は遂には哀れな最後を遂ぐるに至るやも測り知るべから
ざる現況である。〔……〕今日僅か五百や六百の会員だけでは何うすることも出来な
い点に御同情ありて会員の方々が仮へ一人づつでも新会員を紹介して頂けるならば－
せめて一千部以上の読者を有するに至つたならば、本誌も何とか収支だけは償ふこと
と考へられ、収支さへ償へば此のタツタ一つの월간잡지も維持せられて行くのである。
特に会員各位の御同情に愬へる次第である６２。
　これが書かれてから約１年後の第４０号（１９２９年１月）を最後に『月刊雑誌朝鮮語』の発
行は確認されていない。現在、国内外にある複数の図書館等に保存されている『月刊雑誌
朝鮮語』はいずれも第４０号までしかないことからも、これを最後に廃刊されたものと思わ
れる。
　廃刊を予感させるような記事は他にもある。第２８号（１９２７年１２月）では以下のように、
舎廊房（読者の声欄）への投書の少なさが嘆かれている。
本誌は創刊第一号に於いて声明した如く、朝鮮語界に於ける唯一の機関誌として、斯
界に身を処する人々の共同の研究、発表、交際の機関たらしむることを目的として発
刊したのである。然るに近来会員諸僉の本誌を利用さるること甚だ薄く、舎廊房の如
きは僅かに一二の人の質疑或は消息を以て辛うじて填めて行くに過ぎない状態である
のは是れ果して何を語るのであらう？吾人甚だ怪訝に堪えざる次第である６３。
　その後、２年余りの間、雑誌の発行はなかったようだが、１９３１年６月に『中等朝鮮語講
座』が創刊された。この雑誌は、この時点ですでに朝鮮語奨励試験の第三種合格者が２６００
名を超え、年々その数が増加しているにもかかわらず、その上の第二種、第一種の合格を
目指す人々のための中級、上級用の学習書がなかったために刊行されたものだという。価
格は月額６０銭、年額６円５０銭だった。当初月刊誌として発行されたが、毎月の刊行が困難
だったらしく、１号（１９３１．６）、２号（１９３１．８）、３号（１９３１．９）、４号（１９３１．１２）、５
号（１９３２．５）、６号（１９３２．１０）、７号（１９３３．２）、８号（１９３３．６）、９号（１９３３．１１）と
いうように毎号発行日がずれこんでいった。現在、国内外３ヶ所の図書館に所蔵されてい
る同誌はすべて第９号までしか存在していないことから、第９号で廃刊に追い込まれたの
ではないかと推測される。なお、伊藤卯三郎が社長をつとめた朝鮮通信社発行の『朝鮮思
想通信』もやはり、同時期である１９３３年１２月２６日以降発行されていないこととも何らかの
関連があるのではないかと推測される。
　朝鮮語研究会発行の学習書としては以下のようなものがある。『朝鮮語発音及文法』
（１９２６）、『朝鮮語第三種　受験者必携』（１９２７）、『日鮮単語対訳集』（１９２９）、『中等学校朝鮮
語教科書』上下（１９２８，１９２９）、『一日一時間一年卒業警察官朝鮮語教科書』（１９２９）、『鮮和
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新辞典』（１９３０）、『朝鮮語試験問題並訳文集』（１９３０）、『普通学校朝鮮語読本　巻一訳解』
（１９３３）、『わかり易い朝鮮語会話』（１９３４）、『朝鮮語試験問題集』（１９３６）、『内鮮共用書簡文
集』（１９３７）など多数である。その他にも、広告で確認できたものとして『鉄道専用朝鮮
語自習書』、『逓信吏員朝鮮語自習書』などがある６４。
（６）『朝鮮文朝鮮語講義録』と『月刊雑誌朝鮮語』廃刊の要因
　前述したとおり、『朝鮮文朝鮮語講義録』は第３回（１９２７年１０月～１９２８年９月）以降発行
されておらず、『月刊雑誌朝鮮語』も第４０号（１９２９年１月）を最後に廃刊されたと推測さ
れる。廃刊に追い込まれる少し前の時点である１９２８年４月の『月刊雑誌朝鮮語』には、発
行部数の減少、つまり会員数の減少の要因に関する以下のような記述がある。
本会が大正十三年九月『朝鮮文朝鮮語講義録』を発行して以来、既に四星霜を経過せ
る今日に於て、既往及現在の読者を検するに、警察官が殆どその八割を占め、最近鉄
道局職員や金融組合職員の陸続たる入会を見るに至つた。而してその中で学校職員及
郡庁等の職員はといふに、ホンの数へる程しか見出されないのは何故か。以前は学校
職員といへば殆ど朝鮮語の講習を受けないものはなく、府郡職員の講習会などに於て
も、多くは朝鮮語を課し来つたのであるが、昨今は普通学校教員の夏期講習会ですら
も、朝鮮語を課するといふことを聞かない現状である。是れ学校教員及一般官吏は朝
鮮語が既に上達せる為であらうか、将又その必要を認めないからであらうか、当局並
に当事者の大いに考慮を要する問題であらうと思ふ６５。
　この時期、警察官、鉄道局職員、金融組合職員の会員は維持あるいは増加していた一方
で、学校職員、郡庁等の職員の会員が少なくなったという。この分析を、２．で示した日
本人官吏を対象とした朝鮮語試験・講習制度の存続時期と比較してみたい。
　警察官に対するものは全時期にわたって行われた。鉄道従事員養成所では１９４１年までは
２年間週２～３時間朝鮮語が課されていた。金融組合理事に対しては、１９２６年から新任者
向けの講習が始まり、１９２８年からは義務としての朝鮮語試験規程が定められ、１９４２年まで
継続した。その他、監獄では１９４３年まで、逓信局でも１９４２年まで朝鮮語を含む講習・試験
制度は継続していた。
　一方、学校職員に対する講習は１９２２年以降行われなくなった。ただ、師範学校第二部（普
通学校教員養成課程）では１９２２年以降も週４時間朝鮮語が課され、１９３８年に２時間、１９４３
年に廃止という過程をたどった。地方庁職員に対する試験制度は、１９１９年に判任官見習採
用試験の規程がなくなり、雇員採用試験では朝鮮語が科目から除外された。講習制度は、
道府郡書記講習会が１９１２年、判任官見習講習会～行政講習所が１９２５年まで行われていたこ
とが確認できるが、１９３６年に地方官吏養成所規程が定められるまでの１１年間の実施状況は
不明である。
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　以上の考察から、上の記述内容はほぼ実態を反映したものと言えそうである。だとすれ
ば、発行部数減少の主たる原因は地方庁職員と教員に対する朝鮮語教育の衰退だったとい
うことになる。しかしながら、それ以外の職員を対象とした制度は支配末期の１９４０年代ま
で継続しており、日本人を対象とした朝鮮語学習書の発行点数は表５のように１９３０年以降、
減少してはいるが急激に落ち込んでいるわけではない。
　したがって、発行部数減少の要因は朝鮮語の講習・試験制度の衰退だけでなく、『朝鮮
文朝鮮語講義録』や『月刊雑誌朝鮮語』の内容自体や発行形態にもあったということも考
えなければならない。しかし、本稿ではそこまでは立ち入らず事実の指摘にとどめる。
お　わ　り　に
　朝鮮語研究会発行の『朝鮮文朝鮮語講義録』と『月刊雑誌朝鮮語』は、朝鮮総督府によ
る日本人官吏に対する朝鮮語奨励政策の最盛期だったと考えられる１９２４～１９２９年という時
期に発行された。これらの雑誌は特に朝鮮語奨励試験の受験者にとって重要なものだった
と言える。これが廃刊に追い込まれた理由としては、朝鮮語奨励政策の衰退による朝鮮語
学習に対する需要の落ち込みや、両誌の内容自体や発行形態などが考えられる。
　しかし両誌が廃刊された後にも朝鮮語研究会からはいくつかの学習書や雑誌が発行され
ていた。つまり、両誌の廃刊によって朝鮮語研究会の活動が終わったわけではなく、また
朝鮮語学習に対する需要がなくなったわけでもなかった。
　今後は、これらの学習書の発行の経緯や、朝鮮語研究会の活動実態のさらなる解明が必
要である。また、本稿ではほとんど考察することができなかったが、朝鮮語学習に対する
需要の背景にあった朝鮮総督府による朝鮮語奨励政策の盛衰だけでなく、そのさらに背景
にあった朝鮮支配政策全体との関連からもこの問題を考えていかなければならない。そう
した作業を通じて、植民地支配下の朝鮮において支配者側の日本人が被支配者側の言語で
ある朝鮮語を学んでいたことの意味を考えることができるからである。
（付記）本稿は、研究協力者として参加した平成２０年度科学研究費補助金基盤研究（Ｂ）「学
習書を通して見る近代日本における朝鮮語教育史の多元的・実証的研究」による研究成果
の一部である。
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表５　朝鮮語学習書発行点数
１９４０－４４１９３５－３９１９３０－３４１９２５－２９１９２０－２４１９１５－１９１９１０－１４
５８８１６１０１１１２
出典：山田寛人『植民地朝鮮における朝鮮語奨励政策』（不二出版、２００４年、２２頁）
注
１）「朝鮮語研究会規程」『朝鮮文朝鮮語講義録』１－１、１９２４．９。
２）週刊朝日編『値段の　明治大正昭和　風俗史　上』、１９８７年。
３）安田敏朗『帝国日本の言語編制』世織書房、１９９７年、１６５頁。
４）吉野誠「明治期日本の朝鮮語会話入門書について」『朝鮮語教育研究』１９９０年、８３頁。
５）山田寛人『植民地朝鮮における朝鮮語奨励政策』不二出版、２００４年。
６）学習者側の需要という観点は、第１６回日韓・日朝交流史研究会（島根県立大学、２００８．１０．２４）
での筆者の報告に対する質疑応答、および平成２０年度 科学研究費補助金基盤研究（Ｂ）「学習書
を通して見る近代日本における朝鮮語教育史の多元的・実証的研究」による研究会において得た
知見である。
７）前掲山田、２２頁。
８）武田幸男編『朝鮮史』山川出版社、２０００年、２５７～２６４頁。
９）姜再鎬『植民地朝鮮の地方制度』東京大学出版会、２００１年、６２頁。
１０）『朝鮮総督府官報』１９１１．１０．１９。
１１）『朝鮮総督府官報』、１９１２．６．１０、６．１２。
１２）『朝鮮総督府官報』、１９１４．１．１０。
１３）試補は一定の講習を受けた後に、高等官である奏任官として採用された。
１４）試補及見習ニ関スル件（府令第１０３号１９１２．５．１４、改正１９１２．９．２５）、朝鮮総督府及所属官署文
官採用ニ関スル件（府令第６４号１９１３．６．２６）、朝鮮総督府及所属官署試補及見習ニ関スル件（府
令第４０号１９１９．３．３１）
１５）朝鮮総督府及所属官署雇員採用規程（府令第１０４号１９１２．５．１４）、朝鮮総督府及所属官署雇員採
用ニ関スル件（府令第６５号１９１３．６．２６、改正１９１９．２．１７）
１６）岡本真希子『植民地官僚の政治史』三元社、２００８年、２４２～２４７頁。
１７）『朝鮮総督府官報』、１９１８．１．２２。朝鮮受験学会『朝鮮総督府普通試験警部考試弁護士試験問題
集』松山房、１９３７年、１～１１頁。
１８）『朝鮮総督府官報』１９１９．１．２１。
１９）『朝鮮彙報』１９２０年１月、１４８～１５４頁。
２０）朝鮮総督府行政講習所規程（府令第１２１号１９２２．８．２６、改正１９２３．３．７、１９２４．３．８）
２１）李完応『朝鮮語発音及文法』朝鮮語研究会、１９２６年。
２２）『朝鮮総督府官報』、１９４１．９．９。
２３）助産婦養成規程（府令第７７号１９２２．５．２）
２４）前掲山田、１３１～１６３頁。
２５）朝鮮総督府看守採用規則（改正１９１８．５．９、１９３１．４．３０）
２６）朝鮮総督府看守教習規程（訓令第２３号１９１８．５．９、改正１９２５．４．１）、朝鮮総督府刑務官練習所
規程（訓令第４７号１９３７．７．１４、改正１９４３．１．１６）
２７）朝鮮総督府看守考査及試験規則（訓令第４７号１９１１．５．２５）、朝鮮総督府看守長任用考試規則（訓
令第３号１９１５．２．１）。朝鮮総督府看守長特別任用学術試験及実務考査規程（府令第１６９号
１９２０．１１．６、改正１９３６．７．１８、１９４３．８．３）
２８）朝鮮総督府鉄道局従事員教習所規程（訓令第６１号１９１０．１１．２１）
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２９）朝鮮総督府鉄道従事員養成所規程（府令第２７号１９２５．４．１、改正１９２８．３．２９、１９４１．４．１）、
朝鮮総督府交通従事員養成所規程（改正１９４４．１０．２６なお、これに先立つ１９４３．１２．１の改正により
名称が「朝鮮総督府鉄道従事員養成所」から「朝鮮総督府交通従事員養成所」に変更されている。）
３０）逓信業務伝習生養成規則（訓令第１０号１９１２．１０．２８、改正１９１３．１０．２１、１９１５．３．２７、１９１７．１１． 
７、１９１９．１０．６）、朝鮮総督府逓信局逓信吏員養成所規程（府訓令第７号１９３８．３．２９、改正１９４２． 
４．９）
３１）朝鮮総督府臨時土地調査局事務員講習規程（訓令第４９号１９１１．５．３０）
３２）詳細については、前掲山田（９５～１２９頁）を参照。
３３）詳細については、前掲山田（１６５～１９７頁）を参照。
３４）『朝鮮文朝鮮語講義録』１－１、１９２４．９。
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